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国立大学法人東京医科歯科大学 事業報告書 
 

 

Ⅰ 法人の長によるメッセージ 

本学は、明日の医療を担う人材を育て、明日の医療を生み出す研究

を実践する場でもあります。明日の医療がどうなるかを社会に示すこ

とが私たちには求められています。 

我が国は少子高齢化という点で世界の最先端にあります。我が国に

おける医療課題の解決策は、我が国のみならず世界の課題の解決策に

もなるのです。 

それゆえに本学が世界最高水準の医療系大学になる意義があるの

です。 

世界最高水準の大学が実現していることは、本来全ての大学が大切に

すべきものです。 

すなわち、「Academic Freedom」（学問の自由）と、「Academic Integrity」（学問の正しさ）、

「Social Impact」（社会貢献）です。 

Social Impact とは、純粋な知的好奇心に基づく研究も含め、社会実装に繋がる研究を積極的に

展開していくことです。 

この 3 つを同時に実現するためには、財政的な余裕が必要となることは言うまでもないことで

す。しかし、診療報酬に規定される医療や、国立大学の性格上、教育についても、飛躍的な収入増

は困難です。本学はこの 5 年間で産学連携の取り組みが進み、受託研究費や共同研究費など、民間

企業等からの外部資金が 1.5 倍に増加しましたが、それでも充分ではありません。 

また、我が国の大学発ベンチャーにおいて、主力製品・サービス関連技術分野で見ても、バイオ・

ヘルスケアの割合は 3 割近くに上り、医療機器や素材などを含めると医工学でカバーする領域は

極めて大きいことから、バイオ・ヘルスケアと医工学に注力することが、外部資金の獲得に通ずる

と考えられます。また、これは単に外部資金が増えるにとどまらず、社会貢献の度合いが大きくな

るということです。 

医工学を推進する拠点としては本学には生体材料工学研究所があり、他の組織でも工学系の研究

者が活躍しています。それを更に深化・拡大させるためには、本学と志を共にする工業系の大学と

提携する必要があります。 

折しも東京工業大学も理工系の大学としての世界最高水準への進化、アップグレードを模索して

いました。そして、東京工業大学が東京職工学校、本学が東京高等歯科医学校に始まるという点で、

どちらも実学をベースに出発しており、共にそれぞれの分野で唯一の指定国立大学法人になったと

いう共通点もあります。さらに、教職員の数や予算規模では本学の方が大きく、学生数や土地の面

積では東工大の方が大きいといった補完的関係にあり、対等の精神で統合することができるのでは

ないかと考えました。 

かくして、令和 4 年 10 月 14 日に大学統合の基本合意に至りました。これにより実現する統合

東京医科歯科大学 学長 

田中 雄二郎 
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大学は、医療、医歯学や理工学を包含するアップグレードした大学になるという決意で「東京科学

大学」と名乗ることになりました。 

この大学統合は、社会でも大きく注目されました。先にお話しした社会課題を解決する大学とし

ての期待の大きさを肌で感じることとなりました。 

新しい大学の基本的な考え方は「Well-being for All を追求する」です。 

Well-being とは幸福を意味し、本学の「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」という

理念の後半部分の英訳にも出てくる言葉です。 

「Well-being for All」、即ち「全ての人の幸福に貢献する」ということですが、All の中には大学

の仲間たちも当然含まれます。コロナ禍において、職員や学生が一丸となってパンデミックに取り

組んだ際に掲げた「力を合わせて患者さんと仲間たちを守る」という考え方がここに活きています。 

新大学は「自由でフラットな人間関係」を目指していますが、「自由」というのは「自らに由る」

と書きます。そして、「自立した財政基盤、しっかりしたガバナンスを持ち、強く豊かな組織とな

って、しっかりした教育研究支援ができること」、「自分だけでなくすべての人の自由が尊重される

ことが必要となるため、多様な価値観や異なる文化に対して包摂的であること」、「新大学のすべて

の構成員が、自分の役割や仕事に自信と誇りと信念を持ってチャレンジしていくというマインドセ

ットを持つこと」、これらが新大学の「自由でフラットな人間関係」が成り立つ条件であると考え

ています。  

令和 6 年 10 月には統合しますので、「スピード」を重視して、「試行錯誤を大切に」、「責めるよ

り応援を」、という姿勢（3 つの S）で、「今日の」世のため人のためだけでなく、「明日の」世のた

め人のために進んでいきます。 

 

 

Ⅱ 基本情報 

１ ． 国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 

【第４期中期目標（法人の基本的な目標）】 

東京医科歯科大学は、「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」という基本理念の下に、

教育・研究・医療の充実と機能強化を図ってきた。令和 10 年に創立 100 周年を控える第 4 期中期

目標期間においては、本学は指定国立大学法人として臨床医学を基盤とする世界に冠たる医療系総

合大学への飛躍を目指し、以下の重点目標を掲げている。 

1) SDGs 及び Society5.0 に象徴される現代社会の潮流を意識しつつ、医療系総合大学の特色と

強みを活かして得られた教育・研究・臨床の成果を広く社会に還元することを第一の目標とす

る。 

2) 先導的な医療を担うサイエンティフィック・クリニシャン（科学的な視点で診療を実践する

医療人）を育成する教育体系及び環境を整備するとともに、医学研究を先導し牽引するクリニ

シャン・サイエンティスト（臨床的な視点をもった研究者）の育成に挑戦する。 

3)「トランスレーショナル・リサーチ」に焦点を当て、学内の研究と臨床の連携を促進させる。

次世代医療に繋がる先進的かつ特色のある基礎・臨床研究を行い、世界屈指の「トータル・ヘ
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ルスケア」研究の拠点確立を目指す。 

4) 新型コロナウイルス感染症への対応経験を活かし、パンデミック等の非常時の迅速かつ柔軟

な医療及び先端的な研究を基盤とした平時の最高水準の診療の両立を可能とする強靭な医療

体制を構築する。 

5) 四大学連合をはじめとした大学間連携及び産業界を含む官民連携を活かし、首都圏における

医学教育・研究・臨床のネットワークを拡充する。そこに集約される叡智の成果を広く国内外

に提供・発信するべく「トータル・ヘルスケア」拠点の機能を強化する。 

6) 構成員が互いに「多様性と包摂性」を重視し、各自が多様な能力を高めつつ「自律と協調」を

発揮することにより、構成員の総力を挙げて未来社会の創造に貢献する大学運営を行う。 

 

【第４期中期計画】 

第４期中期計画に掲げる項目及びその主な内容は次のとおり。 

https://www.tmd.ac.jp/files/topics/57312_ext_19_4.pdf 

 

２ ． 沿革 

明治 32（1899）年 4 月  東京医術開業試験附属病院 

昭和 3 （1928）年 10 月  東京高等歯科医学校 

昭和 19（1944）年 4 月  東京医学歯学専門学校 

昭和 21（1946）年 8 月  東京医科歯科大学（旧制） 

昭和 26（1951）年 4 月  東京医科歯科大学（新制） 

平成 11（1999）年 4 月  大学院医歯学総合研究科を設置 

平成 12（2000）年 4 月  大学院医学系研究科（保健衛生学専攻）を大学院保健衛生学研究科

に改組 

平成 13（2001）年 4 月  大学院医歯学総合研究科医歯科学専攻（修士課程）を設置 

平成 16（2004）年 4 月  国立大学法人東京医科歯科大学 

平成 22（2010）年 4 月  図書館情報メディア機構を設置 

平成 23（2011）年 4 月  研究・産学連携推進機構を設置（2014 年 10 月改組） 

平成 25（2013）年 4 月  学生支援・保健管理機構を設置 

平成 25（2013）年 10 月  リサーチ・ユニバーシティ推進機構を設置 

平成 26（2014）年 10 月  スポーツサイエンス機構を設置 

平成 28（2016）年 3 月  統合教育機構、統合国際機構を設置 

平成 29（2017）年 4 月  統合研究機構、統合診療機構、統合情報機構を設置 

平成 30（2018）年 4 月  統合大学改革推進機構を設置 

平成 30（2018）年 5 月  高等研究院を設置 

平成 30（2018）年 12 月  オープンイノベーション機構を設置 

令和 2 （2020）年 4 月  M&D データ科学センター、統合イノベーション推進機構を設置 

統合大学改革推進機構を統合改革機構に改組 



 

- 4 - 
 

令和 3 （2021）年 10 月  医学部附属病院と歯学部附属病院を一体化し、東京医科歯科大学 

              病院を設置 

令和 4 （2022）年 10 月  国立大学法人東京工業大学との統合に向けた基本合意書を締結 

令和 5 （2023）年 3 月  オープンイノベーション機構と統合イノベーション推進機構を 

統合イノベーション機構に改組 

 

３ ．設立に係る根拠法 

 国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

４ ．主務大臣（主務省所管局課） 

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 

５ ．組織図 

 別紙のとおり 

 

６ ．所在地 

・湯 島 地 区（本部所在地）  ：東京都文京区 

・駿河台地区     ：東京都千代田区 

・国府台地区     ：千葉県市川市 

 

７ ．資本金の額 

 75,590,586,219 円（全額政府出資） 

 

８．学生の状況 

総学生数 2,928 人 

学士課程 1,466 人 

修士課程 317 人 

博士課程 1,145 人 

 

９ ．教職員の状況 

教員 1,501 人（うち常勤 772 人、非常勤 729 人） 

職員 3,376 人（うち常勤 2,025 人、非常勤 1,351 人） 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で 82 人（3.0％）増加しており、平均年齢は 38.34 歳（前年度 38.35 歳）

となっている。このうち、国からの出向者は 6 人、地方公共団体からの出向者 0 人、民間からの出

向者は 0 人である。 
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述するボトムアップ体制も整えている。 

また、令和 5 年度には、学外理事の担当を、「グローバル化担当」から「大学統合担当」、「IT 化・

業務改善担当」から「ガバナンス改革担当」とすることで、令和 6 年 10 月の東京工業大学との統

合を見据えた体制へと変更した。 

 
 

（２）法人の意思決定体制 

当法人では、国立大学法人法に基づき、教育研究に関する重要事項の審議の場として教育研究評

議会、経営に関する重要事項の審議の場として経営協議会を設置しており、これらでの審議・承認

を経て役員会に発議され、役員会での審議結果を踏まえて学長が法人の意思決定を行っている。 

学長が掲げる「自律と協調の組織への転換」を目的として学長・理事懇談会、役員懇談会の他、

役員会を週次で行うことによって情報共有と討議を十分に行い、迅速な意思決定を実現している。

また、大学運営方針の決定及び浸透を目的として、学長と理事、執行役、副学長、事務局長、部局

長、病院長との個別面談及び定例会を週次または月次で開催することにより、大学の運営方針や課

題等について密に情報交換及び検討を行っている。 

 なお、経営協議会の学外委員は、いずれも企業や大学の経営において豊富な経験と高い見識を有

する委員に委嘱しており、経営協議会では客観的かつ高所からの審議等が行われている。さらに学

外から 2 名の非常勤理事を任命し、グローバルな知見や企業経営の経験を基とした知見に基づい

た助言を適宜受けている。 

さらに、学長をトップとする役員会において内部統制に関する取組を含む重要事項の審議を行っ

ており、学長が指名する各理事・執行役が担当領域における現場の意見を戦略会議での審議を経て

集約し、役員会に発議を行う体制も構築している。 
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１１．役員等の状況 

（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 

役職 氏名 任期 経歴 

学長 田中 雄二郎 2023 年 4 月 1 日 

～ 

2026 年 3 月 31 日 

1991年 7月 東京医科歯科大学医学部助手 

2001年 4月 東京医科歯科大学医学部附属病院教授 

2008年 4月 東京医科歯科大学学長特別補佐 

2010年 4月 東京医科歯科大学医歯学融合教育支援センター長 

2010年 6月 東京医科歯科大学医学部附属病院副病院長 

2013年 4月 東京医科歯科大学副理事・医学部附属病院長 

2014年 4月 東京医科歯科大学理事・副学長 

2020年 4月 東京医科歯科大学長 

理事 

(医療担当) 

内田 信一 2023 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 3 月 31 日 

1989年 4月 武蔵野赤十字病院 採用 

1997年 8月 東京医科歯科大学助手 

2014年 8月 東京医科歯科大学教授 

2016年 4月 東京医科歯科大学医学部附属病院副病院長 

2017年 4月 東京医科歯科大学副理事 

2017年 4月 東京医科歯科大学学長特別補佐 

2020年 4月 東京医科歯科大学医学部附属病院長 

2023年 4月 東京医科歯科大学理事・副学長 

理事 

(研究・改

革担当) 

古川 哲史 2023 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 3 月 31 日 

1983年12月 総合病院土浦協同病院内科勤務 採用 

1989年 3月 米国フロリダ州マイアミ大学医学部内科研究員 

1993年 4月 東京医科歯科大学難治疾患研究所助手 

1999年 4月 秋田大学 助教授 （出向） 

2003年 4月 東京医科歯科大学教授難治疾患研究所教授 

2020年 4月 東京医科歯科大学副学長 

2021年 4月 東京医科歯科大学理事 

2021年 4月 東京医科歯科大学統合研究機構長 

2021年 4月 東京医科歯科大学統合改革機構副機構長 

2021年 4月 東京医科歯科大学高等研究院長 

2021年 4月 東京医科歯科大学 

リサーチ・ユニバーシティ推進機構副機構長 

理事 

(教育担当) 

若林 則幸 2023 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 3 月 31 日 

2009年 4月 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科准教授 

2013年 8月 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科教授 

2016年 2月 東京医科歯科大学学長特別補佐 

2017年 4月 東京医科歯科大学筆頭副理事・歯学部附属病院

長・統合診療機構副機構長 
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2020年 4月 東京医科歯科大学理事・副学長・統合教育機構

長・統合国際機構長・歯学部附属病院改革推進室  

参与 

理事・

CFO 

(財務・資

産活用担

当) 

廣川 和憲 2023 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 3 月 31 日 

1975年 4月 第一製薬株式会社 

2018年11月 東京医科歯科大学特任教授 

2019年 7月 東京医科歯科大学 

統括クリエイティブ・マネージャー兼特任教授 

2021年 4月 東京医科歯科大学副理事・副学長 

2022年 4月 東京医科歯科大学理事・CFO 

理事 

(産官学連

携・教員人

事担当) 

東條 有伸 2023 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 3 月 31 日 

1982年 7月 横浜赤十字病院内科医師 

1987年10月 日本学術振興会がん特別研究員 

1988年10月 東京大学 助手 

2002年 4月 東京大学 助教授 

2005年 2月 東京大学 教授 

2021年 4月 東京医科歯科大学特任教授 

2021年 4月 東京医科歯科大学副理事・副学長・統合イノベーシ

ョン推進機構長・オープンイノベーション機構長 

2022年 4月 東京医科歯科大学理事 

理事 

(事務総

括・男女共

同参画・障

害者雇用担

当) 

山田 素子 2023 年 9 月 1 日 

～ 

2024 年 3 月 31 日 

2011年 4月 文部科学省大臣官房政策課課長補佐 

2013年 7月 国立教育政策研究所研究企画開発部総括研究官 

2016年 4月 文部科学省大臣官房国際課専門官 

2016年 8月 文化庁長官官房政策課専門官 

2018年10月 文化庁企画調整課企画調整官（併）政策課企画官 

2019年 4月 文部科学省大臣官房会計課副長 

2020年 4月 文部科学省大臣官房会計課予算企画調整官 

2021年 7月 文化庁参事官 

2023年 9月 東京医科歯科大学理事・副学長 

理事 

(大学統合

担当) 

高田 正雄 2023 年 4 月 1 日 

～ 

2024 年 3 月 31 日 

1996年 7月 ハーバード大学マサチューセッツ総合病院客員 

准教授 

1998年 8月 インペリアルカレッジ医学部上級講師 

2000年 8月 チェルシー＆ウェストミンスター病院名誉顧問 

医師 

2005年10月 インペリアルカレッジ医学部准教授 

2007年10月 インペリアルカレッジ医学部教授 

2009年10月 インペリアルカレッジ医学部主任教授 

2011年 1月 インペリアルカレッジ医学部Sir Ivan Magill  

麻酔教授 
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（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 

  監査法人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネッ

トワークに属する者に対する、当事業年度の当法人及び連結対象とした指定関連会社の監査証明業

務に基づく報酬 12 百万円、非監査業務に基づく報酬は無い。 

 

 

 

 

2020年 4月 東京医科歯科大学理事（非常勤） 

理事 

(ガバナン

ス改革担

当) 

今戸 智惠 2023 年 10 月 1 日 

～ 

2024 年 3 月 31 日 

2003年 1月 森・濱田松本法律事務所 

2019年 1月 三浦法律事務所パートナー弁護士（現） 

2019年 7月 ワンビ株式会社社外監査役 

2019年11月 テルモ株式会社 審査・監督委員会委員（現） 

2020年 7月 全国保証株式会社社外取締役（現） 

2021年 1月 北里大学研究活動不正防止倫理委員会委員（現） 

2022年 6月 株式会社カナデン 社外取締役（現） 

2023年 1月 東京医科歯科大学理事（非常勤） 

監事 藤谷 茂樹 2020 年 9 月 1 日 

～ 

2024 年 8 月 31 日 

1981年 4月 野村證券株式会社 

1995年 7月 Nomura Holdings America, Inc. 

2002年 4月 野村ホールディングス株式会社財務部兼主計部 

2008年 4月 野村アセットマネジメント株式会社 執行役 

2008年 9月 野村ホールディングス株式会社 執行役員 

2013年 6月 野村不動産ホールディングス株式会社常勤監査役 

2015年 6月 野村不動産ホールディングス株式会社 

取締役（監査等委員） 

2020年 9月 東京医科歯科大学監事（常勤） 

監事 

(非常勤) 

岸上 恵子 2020 年 9 月 1 日 

～ 

2024 年 8 月 31 日 

2018年 9月 世界自然保護基金ジャパン理事（現） 

2019年 6月 株式会社オカムラ社外監査役（現） 

2019年 8月 岸上恵子公認会計士事務所（現） 

2020年 6月 ソニー株式会社（現 ソニーグループ株式会社）

社外取締役（現） 

2020年 6月 住友精化株式会社社外監査役（現 社外取締役

（監査等委員））（現） 

2020年 9月 東京医科歯科大学監事（非常勤） 

2023年 3月 DIC株式会社社外監査役（現） 

※ 2024 年 3 月 31 日時点 
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（女性活躍推進法における指標及び取組状況） 

女性活躍推進法による一般事業主行動計画に、「女性教員の上位職（講師以上）登用を促進し

女性上位職比率を 23％以上にする」という目標を設けており、令和 5 年度実績は 22.8%（令和

6 年 3 月 31 日時点：対象＝常勤の専任教員）であった。女性上位職の育成・登用の促進を目的

とし、「グローバル女性リーダー双発・飛翔プロジェクト」を実施し、キャリアアップ教員の支

援、研究支援員配備、リーダーシップ向上支援等の取り組みを行っている。 

また、「男性の育児休業等・育児目的休暇取得率は 20％以上にする」という目標を設けており、

実績は 31.0％であった。男性職員の育児休業及び育児を目的とした休暇の取得を促進させるた

め、「男性職員の育児休業等取得推進宣言」を表明し、育休等取得者へのお祝い支給、先進事例

紹介等の取り組みを行っている。 

（ダイバーシティや働き方改革等に関する方針及び取組み状況） 

令和 2 年 9 月「東京医科歯科大学ダイバーシティ＆インクルージョン推進宣言」を基本方針

として、 

・ダイバーシティの意識改革と醸成 

・国際的視点を踏まえた男女共同参画社会に寄与する教育・研究活動の推進 

・仕事と生活の相乗効果（ワーク・ライフ・シナジー） 

・大学運営における意思決定への男女共同参画の促進 

・次世代育成の推進 

を掲げ、具体的な取組みとして、 

・女性上位職数の拡充加速化を目的とした「女性上位職登用制度」の実施 

・教育、研究、診療と家庭生活（育児・介護）との両立の支援を目的とした「派遣型病児保育」、

「ファミリーサポート」の提供 

・ダイバーシティ環境実現に向けた職員・学生の意識改革を目的とした「ダイバーシティ連続セ

ミナー」の開催 

を実施している。 

 

１０．ガバナンスの状況 

（１）ガバナンスの体制 

当法人では、ガバナンス強化に係る取組として、平成 27 年度に「統合教育機構」及び「統合国

際機構」を、平成 29 年度には「統合研究機構」、「統合診療機構」及び「統合情報機構」を、平成

30 年度には「統合大学改革推進機構」（令和 2 年度より統合改革機構へ改組）を、令和 2 年度には

「統合イノベーション推進機構」（令和 4 年度より統合イノベーション機構へ改組）を設置するこ

とで、全学的観点で大学の各業務を管理・支援することが可能となった。これにより、大学改革・

教育・研究・産学連携・診療の各分野を担当する統合改革機構、統合教育機構、統合研究機構、統

合イノベーション機構及び統合診療機構の 5 機構を縦軸とし、それらに跨がる横断的な組織であ

る統合国際機構及び統合情報機構を横軸として、担当理事を各機構長とするガバナンス体制を構築

しており、学長のリーダーシップに基づいた種々の取組を迅速かつ重点的に推進しているほか、後




